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1　管理会計情報の諸機能
　管理会計は，組織行動を規定する各種の意思決定に「有用」な会計情報
を提供することにその役割が求められる。大多数の企業組織が多種多様な
管理会計情報を生産し，利用しているという事実は，それらが有用である
と推論する1つの根拠を与える。しかし，理論研究の観点からするならば，
所与の組織環境のもとで，組織がなにゆえに管理会計情報を「有用」と判
定したかを，理論のアウトプットとして，説明づけることができるかどう
かが重要な関心事となる。「経験の蒸留」としてその有用性を先験的に仮
定したうえで，会計情報の計算技術的側面の精緻化と公式化のみを求める
方法によっては，管理会計情報が経済社会のなかにあっていかなる価値を
有し，それが組織行動にいかなるインパクトを与えているかを明らかにす
ることはできない。
　情報の経済価値は，その取得が情報利用者にもたらす効果（効用）の大
きさで測定されるという情報経済学のパラダイムのもとで，管理会計情報
の有用性をテストする論議を展開することが本研究の目的である。
　テキスト流の分類に従えば，管理会計情報は，意思決定（ないし計画）
のための情報と，業績評価（ないし統制）のための情報とに大別される。
両者の基本的な相違点，換言すれば，そのように分類する意義はどこに求
められるであろうか。この議論に入る糸口として，情報が収集される時点
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にいかなる相違があるかに注目しておこう。前者は，行動選択がなされる
前に利用可能にならなけれぽ意義がないのに対し，後者は，行動の結果と
して事後的に収集される。
　意思決定のための情報がどれほど有用であるかは，決定理論が説明する
ように，意思決定者が直面している環境の不確実性の程度を減じる能力に
依存する。もっと具体的に言えば，不確実な将来事象に対する事前の確率
予測が，情報の取得によって，事後確率に修正（belief　revision）される
ならば，修正された新しい確率予測に基いて，より良い行動を選択できる
ようになるであろう。情報の価値は，それがもたらす期待効用の増加によ
って測定可能となる。つまり，意思決定のための情報は，将来事象の生起
確率を修正させ，それを通じて，行動選択を改善することを目的とする予測
情報（predictive　information）として機能する。’この情報機能がdecision
facilitating　roieと呼ばれるのはそのためである（1）。
　それでは，業績評価のための情報からいかなる機能をひきだしうるであ
ろうか。この情報は，名称が示すように，選択された行動コースがどれほ
ど忠実に実施されたかどうかを明らかにし，その結果に応じて行動責任者
の業績を評価することを通じて，行動をコントロールすることを目的とし
ている。しかし，前述したとおり，この情報は事後的に収集されるから，
期中であろうと期末であろうと，それが収集された時点においては，測定
対象となった行動それ自体は，既に終結している。過去の事実を取り消す
ことができない以上，その時点では，もはやいかなる事後コントロールも
意味をもたなくなる。このような事後情報に価値をもたせるためには，い
かなる利用目的が考えられるであろうか。管理会計論は2つの用途を提示
している。
　1つは，将来の行動決定へのフィード・フォワードに利用するという活
用法である。多期間モデルで評価する場合には，業績評価情報をこのよ
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うに利用することが一定の効果をもたらすことは容易に想像できるであろ
う。しかし，この情報機能は，実は，前述したdecision　facilitating　role
に他ならないことに留意すべきである。換言すれぽ，この情報機能は，事
後的会計情報が投資意思決定等のために外部に報告される場合の役割と本
質的に変わらないのである。したがって，フィード・フォワードという利
用目的からは，業績評価情報に固有の機能を導き出したことにはならない
というのが結論となる（2＞。
　もう1つの用途は，事前コントロールへの活用である。すなわち，事後
収集が予定される業績評価情報の存在を通じて事前の行動決定にインパク
トを与えようという発想である。意思決定者の行動選択が代替的な業績評
価情報によって影響を受け，それを通じて，組織業績に有意な変化が生じ
るという因果連鎖が存在すると仮定できるならぽ，当該情報に経済価値が
宿っているとする推論が是認されるであろう。この情報の役割がdecision
influencipgと呼ばれるのはそのためである（1）。
　それでは，意思決定者は業績評価情報から具体的にいかなる影響を受け
るであろうか（3）。この議論に入る前に，次の点を確認しておかなけれぽな
らない。すなおち，業績評価値の良し悪しは意思決定者にいかなる結果を
もたらすかという点である。ここでは，これを，組織への参加の対価として
個人に支払う成果の配分すなわち報酬の量的大きさとして把握するという
前提を設ける。もちろん，現実には，金銭的報酬のみならず，様々の形態の
インセンティブが与えられる。ここでは，それらのものも貨幣的数量に統合
されるものとみなして報酬という概念を用いることを断わっておきたい。
要するに，ここでは，経済分析を可能にするために，業績評価ルールの実
体を成果の配分ルール（sharing　rule）に他ならないと解するのである。
　この簡略化によって，われわれは，業績評価情報を成果配分関数の独立
変数として位置づけることが可能となる。かくして，意思決定者が，より
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大なる成果配分を得ようとするならば，より優れた業績評価値を実現する
必要に迫られ，そうするべく，より良い行動選択を行うよう動機づけられ
る，という遡求的な推論をなしうることになる。意思決定者にこのような
インセンティブを与えられるとするならぽ，業績評価情報はモチベーショ
ンという情報機能をもつと主張できるであろう。だとすれぽ，業績評価の
ための代替的な管理会計情報の有用性の程度は，モチベーションの高揚が
もたらす組織業績の改善額によって測定されるという分析の枠組みが利用
可能となる。
　業績評価情報の機能はそれだけではない。言うまでもなく，組織は環境
条件の不確実性にさらされている。この条件下では，組織の業績は，選択
される行動と将来実現する環境状態の結合結果として生じる。したがっ
て，意思決定時点においては，いかなる組織業績が実現し，成果配分ルー
ルに従って，いかなる報酬を受けとるかに関して，各個入は不確実性に
直面することになる。ここで，意思決定者がどの行動を選択するかに応じ
て，各個人が負担しなけれぽならないリスクの程度が変化する場合がある
ことに注意しよう。こうしたリスクに対して入域は様々の態度を有してい
る。ある人はリスクを全く意に介さないかも知れないし，他の人はこれを
できるだけ回避したいと思うかも知れない。企業組織を例にとれぽ，一般
に，組織全体をコントロールする立場にある経営者はリスクに対しより中
立的であり，業績評価の対象となる管理者の方はよりリスク回避的（risk
avert）であるとみなすことができる。かりに，この推定が正しいとする状
況においては，意思決定権限を委譲された管理者は，経営者が自ら選択し
た場合にくらべ，よりリスクの低い行動を選択するであろう。リスクの低
下が収益の低下に連動するかぎり，そのような選択は，goal　congruence
が貫徹されないという意味においても，経営者にとって好ましい決定とは
いえなくなる。かかる状況にあって，組織メンバーのリスクの態度に適合
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する成果配分ルールを作りあげることができれぽ，リスクの最適な分担
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（risk　sharing）が可能となり，同時に，よりgoal　congruentな意思決
定システムを導くことが可能となる（4）。
　業績評価情報が，適切な成果配分ルールの設計を通じて，このような危
険分担機能の発揮に役立つならぽ，組織構成員全体の効用増加をもたらす
余地があることは，シンジケート理論が明らかにしたところである（5》。わ
れわれは，ここにも，業績評価情報の有用性を主張しうる論拠を細い出せ
るのである。
　以上が，本研究において管理会計情報の有用性をテストしょうとする際
の判断基準となる情報機能に関する概説である。情報が経済価値をもつか
どうかは，それによってインパクトを受ける組織の行動を明らかにしなけ
ればならない。そのためには，管理会計情報が測定対象とする組織におけ
る人間行動を記述するwell　definedなモデルが不可欠となる。本稿で
は，この目的のためにエイジェンシー・モデルを使用する。次節以降で議
論するように，このモデルによって，管理会計情報が媒介的に規定する管
理する側と管理される側の行動的関係を明確に描きだすことが可能とな
る。
　次節以降において，まず最初に業績評価のための情報機能を論じ，その
後，意思決定のための情報機能を論じられるようモデルを拡張する。
　（注）
（1）cf．　Demskl，　J．　S．　and　G．　A．　Feltham，　Cos’Pθ’θ7〃父母。π：、4　Coπcθμ〃αZ
　∠4ρρ70σcみ，The　Iowa　Sate　University　Press，1976，　PP．8～12．　Baiman，　S．
　and　J．　S．　Demski，“Economically　Optimal　Performance　Evaluation　and
　Control　Systems，”ノ。μ7πσ∫げノ10‘oκ撹∫πg　Rθsθσ7訪（Supplement　1980），　p．
　184．
（2）F．Gjesdalは，財務会計情報に期待される業績評価機能をstewardship　de・
　mandと呼んでいる。　Gjesdal，　F．，“Accounting　for　Stewardship，”ノ。κ7紹‘
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　oゾ、4c‘oμπだπg」ぞθsθαノ。ゐ　（Spring　1981），　pp．208～231．
（3）cf．　Baiman，　Sり“Agency　Research　in　Managerial　Accounting：A
　Survey，”unpublished　working　paper，　Graduate　School　of　Business，
　University　of　Pittsburgh，1981．
（4）cf．　Itami，　H．，“Evaluation　Measures　and　Goal　Congruence　Under　Uncer．
　tainty，”／0μγηα‘oゲノ1σ‘oκπだπg　Rβsθαプ。ゐ　（Spring　1975），　pp．73～96．
（5）Wilson・R・B・・“The　Theory　of　Syndicates，”Ecoπo〃多θ餌。α（January
　1968），　pp．119～132．
H　エイジェンシー関係
　エイジェンシー理論は，代理関係（agency　relationship）セこもとつく経
済主体間の契約関係に共通する諸特性を分析・説明する用具として，近
年，精力的に研究されている経済理論である（1）。S．　Rossは，代理関係
を，「エイジェントと呼ばれる一方の当事者が，特定の決定問題の領域に
おいて，プリソシパルと呼ばれるもう一方の当事者のため，またはその代
表者として，行動するときに生じる関係」と定義している（2＞。この種の契
約関係は，法律論としてはともかく，経済社会のいたる所に見い出され
る。依頼人と弁護人，保険会社と被保険人，企業所有者と経営者，経営者
と管理者，管理者と従業員，等々の関係はその一例である。企業組織は，
このような一連の契約関係またはエイジェンシー関係から構成される階層
構造に他ならない，と理解しようというのがここでの基本的視点である。
　これらの契約関係に共通して見られる特性は，次のように要約される。
エイジェントには，自由裁量に従って行動選択を行う権限が委譲される。
しかし，その結果生じる成果はプリンシパルに帰属する。したがって，プ
リンシパルは，事前に合意された成果配分ルールに従って，エイジェント
に報酬を支払う義務を負う。
　管理会計論の主要な研究テーマである企業予算の決定過程にも，rこのエ
イジェツシー関係がそのままあてはまる。そこでのプリソシパルは予算を
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用いて他方の行動をコントロールする立場にある経営者であり，エイジェ
ントは予算を通じてその行動がコントロールされる立場にある部門管理者
である。管理者には，一定の業績をあげるための生産的インプットー以
下では，これを努力と総称する一を自主的に選択する権限が委譲され，
その結果生じる業績の良し悪しに応じて，事前に両者間で合意された業績
評価ル’一ルに従って，報酬の支払いを受ける。他方，経営者は，業務遂行
に必要な経営資源を管理者に提供する一方，その見返りとして，管理者へ
の報酬支払後の残余利益を処分する権利を留保する。
　われわれの研究目的に接近するためには，前節で指摘したように，組織
内の各構成員の行動様式をモデル化しなけれぽならないし，そのために
は，できる限り現実に適合する行動仮説を作り上げなけれぽならない。そ
こで，「各個人はなに故に組織化された行動をとろうとするのか」という
問いかけを行い，企業組織の形成理由を明らかにしよう。組織が形成され
るのは，各個人が個々ばらばらに自己の生産能力を市場の交換取引を通じ
て売却するよりも，これを組織に結集させて，共同的チーム生産がもたら
す結合効果からの見返りを受けとった方が有利であると判断するからに他
ならない（3）。各個人にとって，組織は，あくまでも個入目標の達成手段に
他ならない。したがって，われわれは，組織全体に貫徹する共通の“なにも
のか”に向け，全員が共同歩調をとると期待できるようなもの一組織目
標一一は，先験的には存在しないものと判断する（4）。かりに「組織目標」
なるものが膨面的に作られたとしても，それに適合する行動がとられるか
どうかは，あくまでも，各個人の判断に委ねられるであろう。したがって，
企業組織のメンバーは，いずれも，自己の利益のためにのみ行動し，その
ために有利と判断されるかぎりにおいて協同行動をとるとみなすのが自然
の仮定となる。そうした個人的動機に従って締結される契約関係によって
個人と組織は結びつき，企業組織はそうした復合的な契約関係で張りめぐ
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らされた網（neXSUS）として機能する（5）。したがって，組織としての企業
行動は，契約への合意を通じて，個人間の熾烈な利害の衡突（conflict）
に均衡をもたらすプロセスの結果としてあらわれる。
　組織は個人目標の達成手段としていかに効率的でありうるか。管理会計
情報がそのためにいかなる貢献をなしうるか。この課題に答えることがわ
れわれの目的であるとするならば，これらの契約関係を規定する成果配分
ルールを分析対象に定めるのが有力と思われる。なぜならぽ，それに焦点
をあてることによって，個人目標の追求者である組織メンバーの行動がも
っとも明白に記述され，利害の衝突する情況が明らかになるからである。
　以上の論述から示唆されることは，成果配分ルールに従ってエイジェン
トに支払う報酬は，それがもたらす効用が，彼に利用可能な（組織外の）
他の同種の契約機会から得られる効用（オポチ・ユニティ・コスト）を下ま
わらないように定めなければならないということである。そうでなけれ
ば，彼は組織に参加ないし残留するインセンティブを失うからである。
　ここで，以上の論議を要約し，以下の展開への足がかりを得るために，エ
イジェンシー関係を簡潔に表わす1つの例を提示しよう（6）。組織の全体業
績κが，エイジェント’σ＝1，……，のの共同的な生産インプット（努力）
4＝（σ1，……，α。）ε・4，（ただし，・4＝×ん，α質ん）の結合効果として生
　　　　　　　　　　　　　　　　　乞ロ1
じると仮定する。すなわち，組織業績を，κ：・4→Rという関数によって
定義できるとする。なお，すべての∫に対して，∂κ（の／∂σ乞＞0，∂2κ（の／
∂α2KOと仮定する。また，努力の行使に負効用聾（α包）が伴い，4脇（σの／
4砺＞0と仮定しよう。さらに，努力砺が観察可能であると仮定すれば，
戒心配分ルールを，免の関数，すなわち，γ‘（σのと定義することができ
る。各エイジェントに最低限補償しなけれぽならない効用水準を醜と表
おし，各メンバーの効用が線型かつ分割可能と仮定すれぽ，プリンシパル
の決定問題は次のように定式化される。
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　　　　　　　　　　　　　　　れ　　　目的関数：脚κκ（α）一Σ漁）
　　　　　　　　γ乞（αご）μξ1隻　　　　　包謳1
　　　　　　　　　　　　　　　＿　　　　　　　　　　（2－1）
　　　制約条件：れ（α∂一琉（αの≧醜
　　　　　　　　　　　　　多＝1，……，η
　目的関数式は，プリンシパルが受けとる報酬支払後の残余利益を最大化
するように7己（αのとσε・4を定めることを要求する。他方，π個の制約条
件式は，各エイジェントの受けとる効用が要求水準研以上であることを
要求する。ここで注意すべき点は，的の決定権限は，本来，エイジェント
に帰属するが，成果配分ルールが定まれば，それとの照応において，おの
ずから，αδの合理的水準が定まると想定される点である。（2－1）の最
適解にもとづいて，プリンシパルとエイジェントとの間に契約が合意され
るものと仮定すれば，そこで導かれた亀は，エイジェント∫がそのよう
に決定することが暗黙裡に期待される努力水準を意味する。
　さて，上式は最大化を要求しているので，各制約条件式を等式に置きか
え，すべてのfについて合計して，これを目的関数式に代入すると，αに
関するパレート最適解は，次式を満足するα＊となる。
　　　　　　　　　　　　れ　　　　　　　　　　　　アし　　　α＊＝σ79〃鰯κ（κ（の一Σy老（α∂一Σσ∂　　　　　　　　（2－2）
　　　　　　α∈／1　　　　　　　‘一1　　　　　　　名騙1
　なお，α79枷κは，カッコ内の目的関数式を最大化する変数σの集合を
表おす。α＊が直積集合五のなかの一意的な内点解であるとすると，（2
－2）は次式におきかわる。
　　　∂芳（α＊）／∂σゼー4レ㌃（α＊名）／4α乞＝0　　　　1／ゴ　　　　　　　　　　（2－3）
　すなわち，すべてのエイジェントにとって，限界生産力と限界負効用を
等しくするσ‘＊が組織にとづての効率的最適解となるのである。伝統的な
ミクロ経済学が説明した結論がこれである。このα＊を制旧式に代入する
と，成果配分ルールは，次式のように，固定報酬となることがわかる。
　　　玲（σ五＊）＝こ1≧＋τ乙（σ名＊）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－4）
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　この解は，各個人がσ乞＊の努力を行使することが自己の効用の最大化
（瓦）を、もたらし，プリンシパルも最大の利益κ（α＊）一Σγ乞（α乞＊）を獲得す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乞昌1
るという意味において，パレート最適解集合に属する（7）。各人が最適行動
を選択するという意味において，この契約は組織メンバーに共同歩調をと
らせる力を有している。その理由を説明しよう。この成果配分ルールのも
とでのエイジェントの効用は次式に表わされる。
　　　乙㌃＝7君（α乞＊）一y巴（α乞）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－5）
　彼がα重＊を選択するのは，さきに述べた努力の観察可能性という仮定が
働いて，もしα乞＊以外の行動をとった場合には，プリンシパルによってそ
れが検出されてしまい，報酬の支払いを受けとれなくなるからである。
　プリンシパルは，エイジェントのとる行動（努力）を観察できないとい
うより現実的な仮定を採用するときには，事態はどのように変容するであ
ろうか。角（α乞＊）はコンスタントであったから，（2－5）は，個人利益の
追求者たるエイジェントにとっての最適行動が，αFOとなることを示
す。つまり，この条件のもとで固定給が補償されるとすれぽ，努力が行使
されなくなる事態が生じる。換言すれぽ，個人が怠ける（shirk）よう動磯
づけられるのである。
　そのような1入の行動は，全体の組織業績をκ（α＊）以下に押しさげ
る。しかしながら，碗が観察できないため，プリンシパルは，業績低下が
だれの怠慢によって引き起されたかを識別できない。したがって，結局の
ところ，その“つけ”はプリンシパルにまわされることになる。要する
に，他人への責任転嫁によって自己の利益を図ることができるのである。
これが道徳的危険（moral　hazard），ないし，ただ乗り（free　rider）と
呼ばれる現象に他ならない（8）。組織の効率性を阻害するこうした現象を生
じさせる根本原因は，一方にとって知りうる情報が他方にはこれが入手で
きない，という情報非対称（informational　asymmetry）の存在に求めら
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　管理会計情報の有用性（1）
れる。言いかえれば，かかる情報非対称のもとでは，この成果配分ルール
によっては，それが意図する最適行動がを各エイジェントにとらせる
くenforce）ことができないのである。組織の各メンバーがshirkするよう
に動機づけられるとしたら，上記のパレート最適解は均衡解としての安定
性を失う結果，そこからの離脱が生じる。それがもたらす非効率化は，
「組織の失敗」として，組織の解体に導く。
　かくして，われわれは，契約によって暗黙に合意される行動をいかにし
たら遵守させられるか，そのために，成果配分ルールをどのように設計す
べきか，という課題をもつことになる。
　まず，成果配分ルールに用いる業績評価情報を探さなけれぽならない。
管理会計がそのために利用可能な情報として組織業績κ（のを提供するか
ら，さきの（2－1）の定式におけるプ盛（σのをγz（κ（の）とおきかえるこ
とにしよう。もちろん，そのようにしても，（2－3）と同様に，
　　　∂κ（α＊）／∂α乞一4「1ノ㌃（σ盛＊）／4α霊＝o　y’で　　　　　　　　　　　　（2－6）
という最適性条件が導かれる。その場合の成果配分関数は，次式になる。
　　　プ乞（κ（α＊））＝＝σ乞＋y名（α葛＊）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－7）
　上式は，（2－4）と同様に，コンスタントとなるから，この成果配分
ルールによっては，前述したように，free　rider現象の発生を避けること
はできない。これを回避する手段として，2つの方法がある。1つは，
α名＊からの離脱が生じないようにエイジェントの行動をモニターするとい
う方法である。所有経営者（プリンシパル）の役割がそれに他ならないと
説明したのはAlchian　and　Demsetzであった（9）。
　ここでは，もう1つの方法を検討する。すなわち，σz＊を自主的に選択
することがエイジェント∫にとっても最適行動となるように，成果配分ル
ールを条件づけるという方法である。この条件が満足されるかぎり，それ
11
以外の行動を選ぶ積極的動機が失われると期待できるからである。そのよ
うな条件を導くために，エイジェントの立場から上記の問題を考察するこ
とにしよう。エイジェント∫は，
　　　切＝プ盛（κ（の）一分（の　　　　　　　　　　　　　　　　（2－8）
というペイオフをもたらす非協力ゲーム（noncooPerative　game）を他の
＠一1）人のメンバーとプレイしているものとみなすことがでぎる（ここ
で，戻・）の関数型は所与と仮定する）。そうすると，このπ人ゲームに
おいてα＊が均衡解となるためには，ゴを除く他のすべてのメンバーブ（ノキ
のがαゴ＊をとる（このベクトルをσ＊乞と表わす）とき，fにとっても，
の＊を選択するのが最適とならなけれぽならない。すべての替こついて，
この関係が満足されれぽ，α＊が均衡解となる。これをナッシュ均衡（Nash
equilibrium）という。ナッシュ均衡条件は，具体的には，次のように表わ
すことができる。
　　　γ乞（κ＠，α＊も））一Vz（σ乞）≦：7霊α（α＊））一yl（砺＊）
　　　　　　　　　yα活εノ4f，　1／乞　　　　　　　　　　　　　　　　（2－9）
　さらに，ηの微分可能性を仮定すれば，上式は，次式におきかわる。
　　　讐1巽；））∂霧）一4橡盛＊）一・y・　（・一・・）
　以上から，管理会計情報κ（α）による成果配分ルール7z（κ（の）が組織
の効率性を達成するためには，（2－6）のパレート最適条件と（2－10）
のナッシュ均衡条件の同時的満足が必要となることがわかる。∂κ（め／∂砺＞
0であったから，そのような侶乞（κ（α））は，
　　　4γ重（κ（σ＊））／4κ（α＊）＝1　　　　　　　　　　　　　　（2－11）
つまり，鳥を任意のコンスタントとすれぽ，
　　　ア乞（多（σ））＝藩（の＋凡　　　　　　　　　　　　　　　　《2－12）
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という線型関数となることが理解されるqo）。
　（2－12）は，1人の怠慢者がもたらす全体業績の減少額が4んであった
とすると，本人だけでなく，π人全員の報酬が各々4κゼけ減少させられ
ることを示す。これによって，すべてのエイジェントがfree　ridingのう
まみを失い，しかも，連帯責任による相互索制が働く。したがって，各エ
イジェントはσ乞＊を選択するよう拘束（bond）される。ただし，（2－12）
による成果配分方式は現実には採用されない（11）。なぜならぽ，なんらか
の理由で，κ（の〉ズ（α＊）となるようなαが選択される場合には，業績改善
額（底の一κ（σ＊））を全員に配分しなけれぽならなくなり，組織が源資不足
に陥るからである。それにかわる効率性の達成手段としては，X≧薮α＊）の
ときには全員に一定のボーナスを支払い，κ＜κ（¢＊）のときには全員にそ
れよりも低い報酬（ペナルティ）を支払うという，ステップ関数に従う成
果配分ルールを考えることができる。κ（α＊）を，組織全体が達成すべき予
算目標，κを実績，と解すれば，これは，まさしく，予算管理システムの
なかで採用されている業績評価ルールであることが確認されるであろう。
　以上の例示によって，業績評価情報のモチベーション機能がエイジェン
シー関係のなかでどのように作用するかが概説できたと思おれる。しか
し，前節で指摘した危険分担機能については，未だなんら論及を行ってい
ない。例示したモデルが，確実性を前提にしていたからである。そのため
に，次節において，不確実性を前提とするエイジェンシー・モデルを検討
することにしよう（12）。
　（注）
（1）エイジェンシー理論に関する日本語文献については，今井賢一・伊丹敬之・
　小池和男著「内部組織の経済学」東洋経済新報社，1981年，第4章を参照され
　たい。
（2）Ross，　S。　A．，“The　Economic　Theory　of　Agency：The　Principa1’s　Pro．
　blem，”んπ〃’cα”Eooπo痂。　Rω伽（May　1973），　pp．134～139．
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（3）Alchian，　A．　A．　and　H．　Demsetz，“Production，　Information　Costs，　and
　Economic　Organization，”・4耀7加πEcoπoη多f6・Rθ漉ω（December　1972），
　pp．777～795．
〈4）　この意味において，企業組織を一本化された効用関数をもつ行動主体，すな
　わちチームとはみなさない。cf．　Marschak，　J．　and　R。　Radner，　Eoo切〃2ゴ。
　T加07ッげTθωπs，Yale　University　Press，1972．
（5）Jensen，　M．　C．　and　W．　H．　Meckling，“Theory　of　the　Firm：Managerial
　Behavior，　Agency　Costs　and　Ownership　Structure，”ノ。κノ”α」げF∫παπcfαZ
　E60πo〃9∫‘s　（3，　1976），　pp．305～360．
（6）Ho11nstrom，　B．，“On　Incentive　and　Control　in　Organization，”unpubli．
　shed　Ph．　D，　dissertation，　Graduate　School　of　Business，　Stanford　Unive．
　rsity，1977，　1～p．194～208．
（7）瓦の値をパラメトリックに変動させることによってパレート最適解は変化
　する。
（8）Arrow．　K。　J．，丁加Lゴ繍sげ079傭zαだ。π，　W．　W．　Morton＆Company，
　Inc．，1974．　p．35．村上泰亮訳「組織の限界」岩波書房，1976．　P．34．
（g）Alchian，　A．　A．　and耳．　Demsetz，　oρ．6ff．，　p。781～782．
㈲Holmstrom，　B．，　oρ．　c”，，　p，199．拙稿「組織効率性と業績評価情報」企業
　会計，1983年8月号．
⑪　Holmstrom，　B．，1δfd．，　pp．199～200．
㈱　リスク・シェアリングに関する平易な説明については，Raiffa，　H・・Dθofεfo”
　4πα」ッs∫5，Addison－Wesley，1970，　Chapter　8，拙稿「不確実性下の管理会計
　情報の分析」会計ジャーナル（1983年8月号）を参照されたい。
皿　不確実性下のエイジェンシー・モデル
　本節では，組織のおかれた環境条件が不確実であると仮定して分析を進
める。その場合には，業績（outcome）κは，エイジェントが選択する行
動（努力）αだけでなく，確率的に生起する将来の環境状態θにも依存す
ることになる。したがって，劣は，次のように，αとθの2変量の関数と
なる。
　　　κ＝ω（α，θ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3－1）
　θが生じる確率密度関数をρ（θ）と表わせば，σを所与とした場合のκ
ユ4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　管理会計情報の有用性（1）
の期待値π（α）は，
　　　・（・）一∫・（…）・（・）・・　　　　（・一・）
となる。κは，このように，αとθで規定される確率変数とみなしうるか
ら，αの値に応じてパラメトリックに変化する確率密度関数∫（κ1α）を定
義すれぽ，上式から，θを消去することができる。すなわち，αを所与と
した場合のXの期待値は，
　　　・（・）一∫・ノ（・1・）・・　　　　　（・一・）
と表わすことができる。
　この道具だてを用いて，プリンシパルとただ1人のエイジェントの関係
をHolmstromに従って次のように定式化しよう（P。
目的関数・雑∫・（一・（・））∫（・励
制約条件中（・ω）綱・）・・一・（・）オ
　　　　…秘・∫σ（・（め）∫（・1・）4・一y（・）
ここで，記号の意味と諸仮定を説明しておこう。
（3－4）
（3－5）
（3－6）
プ（κ）：業績κに応じてエイジェントに支払う報酬を規定する成果配分関
　　　数（プ：κ→R）。最適解の存在を保証するため，プ（κ）は有界，すな
　　　わち，プ（めε〔r，r〕と仮定する（2）。
σ：エイジェントが行使すう努力水準。¢ε・4⊆R＋
G：報酬支拓後の利益（κ一r（め）に対するプリンシパルの効用関数
〃：報酬に対するエイジェントの効用関数
y：努力に対するエイジェソ、トの効用関数
0：エイジェントが要求する最低限り効用水準
ア（κ1め：αを所与とした場合の劣の条件付確率密度関数：。αに関して2階
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　　　　微分可能と仮定する。これをア。（κ【の，∫。α（刈のと表わす（3）。
　上記の定式が示すように，プリンシパルとエイジェントの間に確率見積
り∫（κ1のに関して不一致はない（homogenious　belief）と仮定されてい
る点に注意すべきである。なお，本稿の後段において，この仮定を緩めた
場合，すなわちheterogenious　beliefのケースについても検討する。
　さらに，効用関数について，次の仮定を設ける。
（i）エイジェントの効用関数は，報酬に対する効用と努力の負効用とに分
　解可能である。
㈹　G’＞0，ぴ＞0④：富に対する両者の限界効用は正である。つまり，両
　者はともに富の増加を追求する（wealth　seeking）。
価G”≦0：プリソシパルは，リスクに対して中立（0”＝0）であるか，
　嫌悪する（G”〈0）　（risk　neutral　or　risk　averse）。．
（iv＞σ”〈o：エイジェントは，リスクを嫌悪する（5）。
（v）γ’＞0：努力の限界負効用は正である。つまり，エイジェントは努力
　の増加を嫌悪する（work　averse）。
　（3－4）の目的関数式は，残余利益に対するプリンシパルの期待効用
が最大になるよう，γ（κ）とσを決定することを示す。制約条件式（3－
5）は，エイジェントの期待効用が，他の代替的契約機会から得られる効
用水準を下まわらないことを要求する。また，（3－6）は，前述したナ
ッシュ均衡条件を示す。その意味するところを説明しよう。
　（3－6）は，所与のγ（κ）のもとで，エイジェントの期待効用を最大
化するようαが決定されるべきことを示している。もちろん，その最適解
α＊は，プリソシパルが決定する7（めに依拠するから，αの決定問題は，
プリソシパルが採る戦略に対する非協力ゲームとなる。それゆえ，この条
件式を満足する最適解α＊の集合は，いずれも，プリソシパルにとって採
択可能なすべての7（∫）に対して，エイジェントの条件付期待効用を最大
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にする。したがって，相手が戦略を変更しないかぎり，自己の行動を変更
する必要がないという意味において，α＊はナッシュ均衡解集合を構成す
る（相手も特定の〆（κ）から戦略変更を行わないという保証は，それが
（3－4）の最適解となるという事実から与えられる）。
　プリソシパルの立場からナッシュ均衡解のもつ意味を考えてみよう。既
に述べたように，エイジェントは自己の利益のためにのみ行動するから，
そうすることが有利と判断される場合には，契約違反行為を起すことをプ
リンシパルは覚悟しなけれぽならない。そうした事態を回避するために，
プリンシパルにとって望ましい行動をエイジェントが自主的に選択するよ
う動機づける誘因提供を成果配分ルールのなかに組み込む必要がある（6）。
その意味で，（3－6）は，誘因提供のための制約条件式（incentive
compatibility　constraint）とみることもできるのである。
　このナッシュ均衡解集合のなかから，どのσ＊が選択されるかは，プリ
ソシパルがいかなる7（κ）を選択するかに依存する。その選択を左右する
のが（3－4）の目的関数式と（3－5）の制約条件式である。そこでの
選択の論理は，Gとσの2つの効用関数に示されるリスクに対する双方の
態度に応じて，最適な危険分担をもたらす解を探求することに求められ
る。σ＊の選択が妥協の余地のない非協力ゲームであったのに対し，この意
味において，最適成果配分ルール7＊（κ）の発見問題は，双方の協力ゲーム
となる。
　再び（3－6）のナッシュ制約式に戻ろう。これを満足する一意的な内
部最適解α＊が実行可能集合五のなかに存在すると仮定すれば，（3－6）
は，σの最適性に関する必要条件を示す次式におきかえることができる。
∫σ（・ω）ん（・1の4・一ア（・）一・ （3－7）
ここで，上式の！。（κ1のの意味を検討しておこう。努力の増加は業績に
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いかなる変化を与えると仮定するのが妥当であろうか。努力の限界生産
力，すなわち，（3－1）をσで微分した偏導関数ω。（σ，θ）が，すべて
のθに対して，正であると仮定するのは十分納得がいくであろう。そうで
なけれぽ，怠ける方が高い業績をもたらすという不合理が生じるからであ
る。このことは，努力の増加に伴い，より大きな，あるいは，もっと正確
には，より小さくないんが生じる確率が高くなるように確率分布！（劣1σ）
が一様に右にシフトすると仮定することと同意義である。つまり，σ1＞α2
とした場合，ア（∫瞬）σ＝1，2）は第1図に示す関係になると仮定するわけ
である。このことは，あるκに対して，次式が強い意味で不等式となるす
べての£εXが規定する集合。＝｛κεXiκ≦£｝に対して，
　　　∫　　　。アα（κ1の4κ〈0　　　　　　　　　　　　　　　　　（3－8）
・な・・とを意味す・・7・・換言す楓聯・）を∫2綱・・）・・と劾せ
ぽ，第2図に示すように，α1＞α2であれぽ，
F（κ1α1）＜Fα1α2） （3－9）
f（・［・、）
　　～
f（・la1）
／　第1図，（．1。、）の関係、
　　　＼　　　　　a1＞a2，正規分布の場合
　　　　X
??」?F ?
）??
a〈?
（F 第2図F（刻ai）の関係
　　　　al＞a、牙，正規分布の場合?
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が成立することを意味する。これは一次の確率優位（first　order　stocha－
stic　dominance）の定義式に他ならない（8）。
　以上によって，不確実性下のエイジェンシー・モデルの構成要素に一応
の説明が与えられたので，これを用いて分析に入ることにしよう。
　（注）
（1）Holmstrom．　B．，“Moral　Hazard　and　Observability，”丁加βθ〃ノ。露プ”σ1
　げEoo”o〃霧fcs（Spring　1979），　pp．74～91．エイジェンシー・モデルには，こ
　の他に，ω（α，θ）とρ（θ）を用いて定式化するstate　space　formulationと呼
　ばれるモデルがある。cf．　Ross．　S．，　oρ．　of’．　PP．135～136．
（2）最適解の存在については，cf。　Holmstrom　B．，oρ．σ鼠，1977，　PP．215～217．
（3）添字は，対応する変数に関する偏微分を表わす。
（4）プライムは微分を表わす。
（5）エイジェントがリスク中立であるとするとmoral　hazardを論ずる余地がな
　くなるからである。この点については，次節で論ずる〔ケース1〕および〔ケ
　ース皿〕と深い関連がある。
（6）そのような成果配分は，エイジェントの動機的構造に適合しているという意
　味においてincentive　compatibleと呼ばれる。
（7＞cf．　Baiman，　S．　and　J．　S．　Demski，ψ。　c髭．，　P．186．
（8）cf．　Whitmore，　G．　A．　and　M．　C．　Findlay，　eds．，　S’o伽sだ。　Po厩παπoθ，
　Lexillgton　Books，1978，　chapter　2．　PP．39～116．
IV　ファースト・ベスト解
　エイジェントがいかほどの努力を行使したかを間違いなく推定できるよ
うな管理会計情報が存在するとしたら，組織の効率性にいかなる貢献をな
しうるであろうか。すなわち，業績情報と努力が一対一に対応していると
いう意味において，会計測定が完全である場合である。本節では，このよ
うな理想的状況を想定したときに得られる結論を検討する。
　管理会計を通じて，プリンシパルが完全情報（perfect　information）を
取得できるとすれぽ，彼は，当該情報を通じて，エイジェントが行使した
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努力水準を確実に知りうる。したがって，かりにエイジェントが契約に合
意された行動をとらなかったときは，プリンシパルはエイジェントに対し
てペナルティを課すことができる。したがって，エイジェントの立場からす
れぽ，合意された行動を選択する以外に自己の要求する効用水準を実現す
る方法は存在しなくなる。したがって，プリンシパルからすれば，敢えて，
（3－6）に示される誘因提供を行わなくても，エイジェントに最適行動
の選択を強制することが可能となる。それゆえに，決定問題は（3－5）
のみを制約条件とする問題に単純化される。
　この場合に導かれる最適解はfirst　best　soiution（以下，　FBSと略称す
る）と呼ばれる。前節の議論から明らかになるように，（3－6）の制約
条件が除かれる場合には，その決定問題は，プリンシパルとエイジェント
の間の危険分担に関する協力ゲームとなるから，FBSは，パレート最適な
危険分担を保証する解となる。
　その解法過程を簡潔に述べておこう。成果配分ルール7（・）は，本来α
で規定されるが，便宜上業績情報κによって規定されると仮定して分析を
進める。7（α）とした場合については本節の注（4）を参照されたい。制約条
件式（3－5）に対応するラグランジュ定数をえで表わすと，ラグランジ
ュ関数五は次のように表わされる。
　　　五一∫｛G（・一・ω）・λひ（・（・））｝ノ（・1・）・・
　　　　　　　　　　　一λ（y（σ）一σ）　　　　　　　　　　　　　（4－1）
　上式の被積分関数をκの一点に対応する7（κ）に関してポイソトワイズ
に偏微分して最適性の必要条件を導くと次式になる（1）。
　　　諾）一｛一α（・一・ω＋・ぴ（・（・））脚）一・γ・（・一・）
　上式を整理すると，パレート最適な成果配分（ないし危険分担）ルール
は，すべてのκに対して次の関係式を満足するという結論が導かれる。
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　　　6ソ（κ一7＊（κ））／こ1ノ（7＊（κ））＝λ　　　　　　　　　　　　　　　　（4－3）
　これは，同質的確率見積りを前提とする最適危険分担に関するシンジケ
ート理論の結論そのものである（2）。
　一方，努力の最適値¢＊は，（4－1）をσに関して偏微分して，最適性
条件を適用すると，次式を満足するものとして導かれる。
　　器一∫｛α・一・ω）＋λσ（・（・））｝鯛嚇一λレω
　　　　＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－4）
したがって，最適解7＊（κ），α＊は，上記の（3－5），（4－3）および
（4－4）を同時に満足する値として求められる。
　　　　　　　　　　　第1表数値例
。（劣一7α））＝κ一7（κ）
σ（7（κ））二2V／禰
γ（α）＝α2　　σ＝10
ノ’（ズ1α）＝（σv／藪）一1θκ2う一（κ一死）2／2σ2
死＝θ＋ゐαd
θ＝500，　σ＝50，　海＝50，　4＝0．8
　ここで，本稿でなんども利用する基本的な数値例を示そう。第1表がそ
れである。まず，経営者（プリンシパル）はリスク中立と仮定されてお
り，したがって，残余利益に対して線型の効用関数が想定されている。そ
れに対し，管理者（エイジェント）はリスクを嫌悪すると仮定されてい
る（3）。∫（κ1のは，期待値（死篇θ＋肋d），標準偏差σとする正規分布関数
を示す。た＞0，4＞0であるから，first　order　stochastic　dominanceの
仮定が満足されていることに注意されたい。パラメータ々と4は，努力を
業績に結びつける経営環境を示しており，d＜1によって，努力の限界生
産力が逓減することが仮定される。
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　さて，この数値例を本節の結論に適用しよう。（4－3）は，
　　　λ＝1／σ’（7（κ））＝γ（謁）参　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－5）
となり，7（κ）は，κの変動とは無関係に，つねに，λ2という定数になるこ
とが判明する。これを（4－4）に代入して整理すると，
　　　∫　　　プα（κ1α）4κ＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－6）
という関係を利用して，最適努力水準α＊に関して，次の関係が成立する
ことカミ導かれる。
　　　レ（・＊）一ぴ（・ω）∫乖（・1・・）砒　　　（・一・）
　上式右辺は，努力の微少的増加がもたらす業績κの期待増加額，すなお
ち，α＊の鵬限界生産力∫・側・・）硯・所得がもたらす限界効用ひ
（7（κ））との積を表わす。したがって，（4－7）は，σの最適水準が，所
得増加を通じて努力がもたらす期待限界効用と，その限界負効用とが等し
くなる点に定められることを示す。
　本例においては，∫。（κ1α）＝妃αd－1（κ一θ一たαα）∫（κ1α）／σ2，したがって
∫峨（・i・）・・一・姻陶一・・，ぴ（・ω）一・（がとな・から，
　ノ＊（κ）＝（ゐ4αd－2／2）2
　λ＊＝た4αd－2／2
という結論となる。α＊は，以上の結論を，（3－5）に代入し，それが等
式となる値を発見することによって求められる。
　　　　　　　　　第2表　FBS（完全惰報の場合）
α＊＝2．2543
7＊＝（ゐ4σα一2／2）2＝・56．8685
え＊＝0．5距4αα一2＝7，5409
0＊＝元一7＊＝538．9370
π7＊＝0＊十σ：＝548．9370
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　数値解は，第2表に要約されている（4）。ここで，0＊は，経営者が受けと
る期待残余利益を示し，W＊は，0＊とσを加算した，組織のwelfare
measureを表わす。この結論は，パレート最適解であるから，経営者が7＊
をこのように定めれば，管理者にとってα＊の努力を行使することが最適
であることを意味する。かりに，どちらか一方ないし双方が，これ以外の
決定を行うと，一方に犠牲を強要せずには，自己の利益を高められない
か，自らが不利を招くかのいずれかとなる。
　第2表の結論から，FBSの特質を次のように要約することができる。
（a）7＊は，κの関数ではなく，定数である。つまり，管理者には，業績κ
の変動とは無関係に，固定給が支払われるから，κの変動に伴うリスクは
すべて経営者に負担される（残余利益はκ一γ＊となることに注意）。なぜ，
そのような結論になったか，その理由は明白である。管理者がリスクを嫌
悪し，経営者をリスク中立と仮定したからに他ならない。
（b）固定給という成果配分がなされるところでは，予算管理制度を基礎づ
ける業績評価ルール，すなわち，実現した業績に応じて成果配分を行うと
いうルールが入り込む余地はない。したがって，行動に関する完全情報が
入手できる情況においては，管理者に一定の業績目標を課し，その達成度
合いに応じて評価するといった問接的管理方式は不要となる。現実の組織
においても，努力を客観的に測定できる物量尺度がある場合には，予算管
理にかえて，より直接的なコントロール手段がとられることは周知のとこ
ろである。
（c）上記の結論には，標準偏差σの値がなんら影響を与えない。その理由
は，αの決定がσに影響を与えないと仮定したことと，リスク回避的管理
者が「確実性」の世界のなかに守られ（shield）ているという事実から説
明される。
（d）この結論は，完全情報という理想的業績尺度が入手できる場合にのみ
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実現されることは明らかである。その極端な対比を考えよう。管理会計シ
ステムからいかなる業績情報も入手できないという場合（null　informa－
tion　system）である。その場合には，経営者は，管理者行動に影響を与
えるべきいかなる管理手段も行使しえなくなる。とすれぽ，管理者は，自
己に負効用をもたらす努力を敢えて行使する誘因をもたないから，α＊＝0
という決定を下すであろう。その場合であっても，経営者は（3－5）の
制約条件を維持しなければならないから，σ（＝10）の効用を約束するため
に，最適報酬を7＊＝25と定める必要がある。かくして，この「なりゆき
管理」のもとでは，期待利益0＊（＝θ一7＊）は475，W＊は485という結果
になる。2つのW＊ないし0＊の差（63．9365）は，完全情報の期待価値
（the　expected　value　of　perfect　information）を示す。もちろん，現実
には，管理会計情報が完全情報となりうる．ようなことは期待できず，そこ
になんらかの不完全性を認めなければならないから，次節以降において論
ずる不完全な管理会計情報の経済価値を論ずる場合に，この値は，それら
がもち得る情報価値の上限を示すと解することができるであろう。
　以上によってFBSの特質が明らかになったので，次のテーマに移ろ
う。第1表に示したように，第2表の結論は，経営者がリスク中立，管理
者がリスク嫌悪と仮定したことに依存している。ここで，他の組み合わせ
がいかなる最適解をもたらすかを検討しておこう。
〔ケース1〕経営者がリスクを嫌悪し，管理者がリスク中立であるとき
　この場合，（4－3）は，
　　　G’（κ一7（劣））＝λ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－8）
となるから，7＊（κ）＝κ一Cとなる。ここで，Cは任意の定数である。つま
り，前述の結論とは逆に，経営者に一定のレンタル料（C）を支払うかわ
りに，管理者が残余利益を取得し，すべてのリスクを負担する（5）。その際
の最適努力は，（4－4）より，
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∫碗（κ［α）ぬ＝y’（α）
を満足する解，すなわち，努力の期待限界生産力とその限界負効用が等し
くなる点に求められる。各最適値は，次のようになる。
　α＊＝12．1392　　　　　　　　7＊二157，3613
　0＊＝711．0419
〔ケース皿〕双方がともにリスク中立のとき
　この場合にも，結果的に（4－8）が成立するから，α＊はケース1と同
一の値になる。しかし，最適な成果配分ルールは，次式を満足するものと
して導かれる。
∫・・（・）姻・）・・一y（・）・u
　したがって，たとえぽ，ア＊＝y（α＊）＋σ＝157．3613も上式を満足する。
そのときの目的関数値0＊（二死一γ＊）は711．0419となる。
　さきの第2表の結論とこの結果は，興味深い対比を示す。管理者が，リ
スク嫌悪者から，経営者と同一のリスク中立者に態度変容することによっ
て，期待残余利益が172．1049だけ増加している（管理者にはいずれも同一
の効用が補償されていることに注意）。なぜこのように期待利益が増加し
たか，その理由は明白である。リスクに中立になるにつれ，報酬の増加
　　　　　　　ロ　　　　（100．4928）がより直接的に努力の増加（9．8849）に結びつくようになる
からである。他の条件はすべて同一であることを考えれば，この2例の対
比は，一定の管理方式の有効性が，それによって影響をうける側のリスク
に対する選好態度に大きく依存するという事実を明示している（6）。
〔ケース皿〕双方がともにリスクを嫌悪するとき
　この場合には，リスク嫌悪度の相対的大きさに応じて，両者間にリスク
配分がなされる。かりに，効用関数をG＝θκρ一ω／s1，σ＝θκρ一酬s2＠
は富を表わす）と仮定すれば（s‘＞0），パレート最適な成果配分は次のよ
25
うにκに対する一次式となる（7）。
　　　・＊ω一詳ず＋、洋寒、鴎λ
　ここで，スは双方間の交渉力で定まる定数である（λ＞0）。経営者への配
分関数は，
　　　κ一7＊ω＝　∫2　蜘翌しzπ童λ
　　　　　　　　　　　　　S1十S2　　　　S2S1十S2
となる。上式は，いずれも，変動部分（右辺第1項）と固定部分（第2項）
から構成されている。51と32に示されるリスク嫌悪度に従い，その低い
方（s名が高い方）の者が変動部分をより多く取得することになる（8）。
　以上で本節で予定した議論を終了するが，ここで，この分析が前提にし
ている重要な点に触れておきたい。それは，すべての分析において，制約
条件式（3－5）は，不等式ではなく，等式と仮定して解を導くという点
である。つまり，いずれの解においても，管理者には，最低限の効用水準
ひを補償するだけで，これを上まわる解を求めることは意図しない。この
意味において，本稿の分析で導かれる様々の解は，管理者にとって，いず
れも，無差別となる。
　一見すると，この取扱いは，経営者に対してのみ有利な結論を導こうと
する印象を与えるが，分析が意図している視点は決してそのように理解さ
れるべきではない。たまたま，経営者の視点から目的関数式を定義してい
るだけであり，管理者側の視点に立つことによっても全く同様の分析が可
能であることに注意すべきである。その場合には，経営者が要求する要求
残余利益が制約条件になるにすぎない。
　あえてwelfare　measureという尺度を用いたのは，この点の誤解を避
けるためである。この尺度は，組織参加者が組織から引き出しうる満足度
を表わすとみることができるから，分析の本質的なねらいは，この尺度の
最大化が企図されていると理解すべきである。ただしこの尺度は測定単位
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の異なるものからなりたっているため，一方を便宜上一定値に定めている
にすぎない。現実的状況のもとで解釈する場合には，管理者に約束される
効用水準がσに一致すると考える必要はない。welfare　measureを高め
る効率的な管理手法が発見されれぽ，その増加分を管理者に再配分するメ
カニズムが現実には存在すると想定されるからである。
　次節以降において，現実的な管理会計情報の有用性をテストするため
に，完全測定の仮定を緩めることにする。
　（注）
（1）（4－2）を導くためには，Euler－Lagrange　equationの適用が必要となる
　が，（4－1）には〆（のという項目を含んでいないので，ポイソトワイズの
　偏微分となることに注意されたい。
（2＞cf．　Wilson，　R．，⑫．　o”．，　P．124．
（3）効用関数をひ（κ）＝ダと定義した場合，O＜α＜1はリスク嫌悪となる。　cf・
　Pratt，　J。，“Risk　Aversion　in　the　Small　and　in　the　Large　，　Eσo”o卿θ〃’cα，
　（January－April　1964），　pp．122～136．
（4）7（κ）ではなく7（のと定めて分析しよう。この数値例のもとでは（4－5）
　は，λ＝1／ぴ（7（α））＝7（のき，すなわち7（α）＝λ2というコンスタントになる。
　したがって，（4－1）の7（∫）を7（α）におきかえても（4－4）が成立す
　るから，第2表と同一の結論が導かれる。
（5）それゆえに，このケースにおいては，管理者に，情報非対称を原因とする
　moral　hazard現象が生じる余地はない。　cf．　Delnski，　J．　S．　and　G．　A．　Fe1・
　tham，“Economic　Incentives　and　Budgetary　Control　Systems，”∠4σcoμπ伽g
　石1θひfθ霊〃（Apri11978），　pp．336～359．
（6）　cf．　Itami，　H．，　oρ．　c髭．，　pp．75～78．
（7）cf．　Wilson，　R．，ψ．　c’f．，　P．125。
（8）より正しくはs乞はリスク許容度（risk　tolerance）を表わす。経営者がリ
　スクに中立，すなわちSzを無限大と仮定すれば，7＊（のは固定部分のみから
　構成され，経営者がすべてのリスクを負担することがわかるであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（未完）
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